
　資料ー１

豪雨災害対策の総合的政策の検討について

　今年は、梅雨期の集中豪雨や度重なる台風の上陸により新潟、福井県等全

国各地で水害、土砂災害及び高潮災害により大きな被害が発生している。特

に、多くの箇所において堤防が決壊するとともに、的確な避難ができなかっ

たことなどにより高齢者を中心に多くの死傷者が発生している。

　気候変動の影響等により、近年集中豪雨が多発する傾向にある。また、各

地で今まで経験したことのないような大きな降雨が発生している。

　少子高齢化が進展し高齢者世帯が増加するとともに、旧来の地域コミュニ

ティーの衰退が見られるなど、災害時の共助の体制は脆弱になってきている。

加えて災害の危険性の高い低平地や斜面地に住宅が拡がってきており、社会

的にも災害に対する脆弱性が高まっている。

　このような自然的社会的状況の変化を踏まえ、自助・共助・公助の役割分

担も考慮し、災害に対して安全な社会の形成を図るため、従前からの水害、

土砂災害、高潮災害についての対策を緊急に総点検し、抜本的な見直し・強

化を図っていく必要がある。

　そのため、ソフト、ハード一体となった総合的な豪雨災害対策を進めるた

め、以下のような事項について検討する。

①的確な警戒・避難が行われるよう豪雨・高潮時のリアルタイム情報の把握・

　提供はいかにあるべきか

②各地域で発生する可能性がある災害及びとるべき行動についての情報を平

　常時からどのように住民に周知されるべきか

③少子高齢化や地域コミュニティの変化を踏まえた地域の水災防止力の再構

　築はいかにあるべきか

④集中豪雨の頻発や少子高齢化の進展など最近の自然的社会的状況の変化を

　踏まえ、防災施設の機能の維持向上は如何にあるべきか

⑤従前の計画を超える豪雨や高潮に対応するため、早急に治水等の効果を発

　現するような多様な計画や整備はいかにあるべきか

⑥以上のようなソフト、ハード対策が相互に関連して計画・達成されるため

　の総合的政策は如何にあるべきか



今後の進め方（案）

豪雨災害対策総合政策検討会
１１年９日　　平成１６年度の災害の特徴について
　　　　　　　　現状の課題について審議

豪雨災害対策総合政策委員会
（社会資本整備審議会河川分科会に設置）

１１月１５日　課題と対応策の骨子について審議

１１月中　　　緊急的に対応すべき事項のとりまとめ

１２月　　具体的な施策について審議
　　　　　　　災害時及び平常時の情報提供のあり方
　　　　　　　地域の水災防止力の構築
１７年
１月　　　具体的な施策について審議
　　　　　　　防災施設の機能向上について
　　　　　　　多様な治水計画のあり方について

２月　　　総合的な政策提言（案）について審議
　　　　　　　　
３月　　　総合的な政策提言のとりまとめ
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総合的な政策提言のとりまとめ

緊急的に対応すべき事項のとりまとめ



最近の集中豪雨増加等の自然的状況の変化

少子高齢化等の社会的状況の変化 を踏まえ

7月　新潟・福島豪雨災害　福井豪雨災害
　　　（死者不明者21人浸水22,000棟）

・これまで経験しない局所的集中豪雨
・堤防決壊による大規模な被害と多くの土砂災害の発生
・避難勧告の遅れ、高齢者等の避難の遅れ

7月26日 ｢7月梅雨前線豪雨災害対策関係省庁局長会議]
　それぞれの施策の中で充実・強化策をとりまとめ
　・防災情報の伝達・提供の迅速化・確実化
　・高齢者等が安全かつ迅速に避難できる体制整備
　・河川堤防の点検・整備等（８月中に緊急目視点検）
　・局地的集中豪雨に係る観測・予報体制等の充実
10月7日「集中豪雨時等における情報伝達及び高齢者等
　 の避難支援に関する検討会」

（内閣府､国交省、消防庁等）
　避難勧告等の基準や高齢者等の避難支援等について検討
　（学識者等の委員会；年度内に提言をまとめる）

総合的な豪雨災害対策の推進

8月 台風15号（ 愛媛,香川等） 台風16号（ 香川,岡山等）
9月 台風18号 （広島,岡山等）台風21号（ 三重,愛媛等）
10月 台風22号（静岡,神奈川等）台風23号（兵庫,京都等）

・過去最多の１０台風の上陸等による豪雨・暴風　
・水害、土砂災害、高潮災害等が多発
　　　　死者不明者202人 浸水135,000棟
・災害時情報の内容や伝達に課題（家屋やバス等）
・住民等の災害対応力の低下,危機意識の低下

豪雨災害対策総合政策委員会(仮称)を設置

　① 災害環境情報の徹底的な社会共有

　② 地域の水災防止力の向上

　③ 防災施設の機能の維持向上

　

8月24日 ｢水災防止体制のあり方研究会]（国土交通省）
　水防活動の充実、ハザードマップの普及方策等を検討
　（学識者等の委員会；１１月４日提言とりまとめ予定）

・現状の河川の能力を超える規模の洪水の発生

・堤防決壊による壊滅的被害

・少子高齢化、地域コミュニティの衰退

・危機意識の低下

・災害時の共助の体制が脆弱

・災害リスクを知らない人の増加

・地下街の浸水への対応必要性

抜本的に　　
見直し・強化

速やかに　　総点検を実施

11月中　　 一連の災害の要因分析を総合評価

　　　　 　 緊急提言（緊急対応事項等）

年度内目途　総合的な政策について提言

命を守り、大きなダメージとなる床上浸水等を解消

① リアルタイム情報の把握・活用

② 身近な災害環境情報を共有する社会への転換

③ 防災施設の機能の維持向上、管理水準の適正化

④ 防災施設,情報,土地利用が一体となった

　　多様な治水計画の樹立

⑤ 地域の水災防止力の向上

（総合的な制度
　の創設も検討）

これまでの対応

水防法の改正

避難勧告等の基準ガ
イドライン等の策定

具体的アウトプット

総点検結果
と要因分析

これらについて
具体施策


